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公益財団法人 東京都ひとり親家庭福祉協議会 

令和８年度（2026年度）事業計画  

１ 運営の基本方針 

 当協議会は、都内のひとり親家庭や寡婦の生活が安定し向上することを

目指して事業活動を行う。 

 ひとり親家庭や寡婦を取り巻く環境を見ると、とりわけ母子家庭におい

ては非正規雇用が 4割、年間収入が 300万円未満の人が 5割を占めている

など、近年の物価高騰もあり生活がより一層困難になっている。また、日

本の子どもの貧困率（2022年）は 11.5％で OECD加盟国の中でも最悪の水

準にあるが、中でもひとり親世帯の貧困率は 44.5％と、ひとり親世帯の子

どもの約半数が貧困状態にある。 

 当協議会は、ひとり親家庭が経済的に安定した生活を送れるよう、また、

子どもたちも親の収入の違いから体験格差が生じたり学習の機会を奪われ

ることなどがないよう、財政的に支えていただいている団体からの助成金

や企業の寄附金等を有効に活用して事業活動を行うとともに、奨学金をは

じめとした企業の社会貢献活動などに協力し支援していく。 

また、東京都から受託しているひとり親家庭支援センター事業（はあと

多摩）において、ひとり親の就業や生活などの相談支援等を適時的確に実

施し、自立支援と生活の安定を図る。 

協議会の組織運営においては、各地区の「ひとり親の会」（地区会）と緊

密に連携して各事業の一層の充実を図る。 

 

２ 事業推進の重点 

(１) 主催事業の充実 

   ひとり親の子どもたちは、ひとり親家庭を取り巻く経済環境や親の時間

的制約などの事情により、日本に伝わる伝統的な年中行事や季節イベント

に参加したり家庭でお祝いする機会が少ない。子どもたちが心身ともに健

やかに成長することを願い、イベント事業を実施し、自然体験や年中行事

にちなんだイベントを概ね毎月開催する。 

また、企業団体による支援については積極的に受け入れ、提案に対して

は、周知、募集、実施サポートなどの協力を幅広く行うとともに、各事業

の中で、会員の新規加入を積極的にすすめ、東京ムーヴの会の活性化につ

なげる。 

 

(２) 地区会、関係団体との連携強化 

ひとり親家庭の親子が生活する地域で活動する「ひとり親の会」（地区会）
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は、当協議会の活動の基盤であり拠り所である。地区会は会員の減少や高

齢化により運営は厳しいが、各地区会との連携を深め、会の活動を積極的

に支えるとともに、当協議会の取組みにも協力を求めていく。 

また、全国母子寡婦福祉団体協議会（全母子協）や他県の加盟団体のほ

か、企業やＮＰＯなどの関係団体との活発な交流を図り、事業の実施など

で相互の連携を深める。 

 

(３) 安定的な財政運営の構築 

当協議会の収益を確保するため、新規に自動販売機の設置場所を開拓す

るとともに、新たに受託できる事業を構築するなど、収益事業の増収に努

める。公益財団法人化を活かし、民間企業・団体と連携しながら財源の拡

充を図り、事業運営全般の収支改善を進める。 

また、平成 7年度から公益財団法人で認められている「中期的収支均衡」

制度（公益目的事業に係る黒字・赤字をそれぞれの発生から 5年間通算で

きる）を活用することで、各年度の助成金や寄付額の増減に左右されるこ

となく安定的に公益事業を実施する。 

 

３ 事業計画 

（１）主催事業 

① イベント・研修事業 

当協議会は、平成 13年(2001)6月、協議会の専門部として発足し

たひとり親部、通称「東京ムーヴの会」を基盤に、イベント等の交

流事業を実施し、現在では東京ムーヴの会員に限らず、宿泊を伴う

行事をはじめ、その内容、実施回数ともに充実してきた。 

今年度は、これまでの活動成果を引き継ぎつつ、より効率的な実

施を工夫しながら、ひとり親の子どもたちのための伝統的な年中行

事にちなんだイベントや自然体験を中心に、着実に月１回程度の頻

度で開催を進める。研修についても、副業を含む収入増に寄与し、

開催ニーズが高い内容を厳選し、実施する。 

 

〔令和 8年度の主な親子イベント予定〕 

6月 新緑の絆キャンプ in白樺高原（1泊 2日） 

ホタルを観に行こう in秋川渓谷（1泊 2日） 

7月 和太鼓ワークショップ 

8月 キッズタウンフェスでおしごと体験 

10月 山と湖の冒険キャンプ in山中湖（１泊２日） 

11月 七五三を祝う会（着つけ・写真撮影とお詣り） 
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12月 クリスマスお泊り会（1泊 2日） 

１月 親子で伝統的なお正月遊びを極めよう in秋川渓谷 

（１泊２日） 

２月 グループ対抗節分バトル 

３月 雪に親しむネイチャーキャンプ in白樺高原（1泊 2日） 

      

    〔令和８年度の主な研修予定〕 

５月 生成 AI講座（基礎・応用編） 

７月 Canva講座 

８月 Canva講座 

９月 動画作成講座 

１０月 生成 AI講座（基礎・応用編） 

１１月 動画作成講座 

     ※その他、複数回セミナー実施予定 

  

② 資格取得応援プロジェクト（相談事業） 

ひとり親家庭の親と子を対象に、事前相談の上、必要と認めた

資格に対し、合格した場合に受験料を支給することで、資格取

得を支援する。 

 

③ ＣＦ表を用いたライフキャリアプランニング（相談事業） 

ひとり親や離婚前の方を対象に、平均余命までの CF表を作成し

課題について検討することで、働き方を含めた人生設計を考える

機会を提供する。 

 

（２）連絡提携 

① 地区会との連携 

（会長会） 

     地区会間の情報交換や協議会からの情報提供などのため、全地区会

が参加する会長会を定期的に開催する。意見交換を通して地域の実情

に合わせた地区会活動の充実を図る。 

会長会 年２回以上 

（周辺地区との連携） 

     地区会が活動していない区市の東京ムーヴ会員などに、隣接区市の

地区会の活動を案内し、新たな地区会結成の素地を作っていく。 

（行政への働きかけ） 

     地域のひとり親家庭の親子が地区会に親しみ、その活動に参加する

契機となるよう区市などの行政機関に協力を要請するほか、会の活動
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に対する助成制度の創設・拡充などを働きかけていく。 

 

② 全国母子寡婦福祉団体協議会及び加盟の道府県団体との連携 

     全母子協及び加盟団体との連携を深め、当協議会の活動に活かして

いくため、各種会議及び大会に参加し、相互に情報交換を進めるとと

もに、各団体と共通する事業について連絡を取りあっていく。 

○第 79回関東地区母子寡婦福祉研修大会（長野県） 

  令和 8年 11月 1日(日) 長野伊那文化会館  

○令和８年度全国母子寡婦福祉研修大会（長野県） 

令和 8年 11月 1日(日) 長野伊那文化会館 

 

③ 関連団体との意見交換 

当協議会と共通する目的をもって都内で活動を展開しているさまざ

まな団体との情報交換を進めていくため、引き続き情報収集に努める。 

 

（３）多摩地域における東京都ひとり親家庭支援センター事業 

（東京都委託事業） 

 東京都ひとり親家庭支援センターはあと多摩を東京都から受託し運営

する。ひとり親家庭に対する相談支援及び普及啓発に努め、相談先とし

ての認知度をさらに高めていく。 

（はあと多摩） 

○就業相談、○生活相談、○養育費相談、○離婚前後の法律相談、 

○親子交流支援、○グループ相談会、○ライフプランセミナー、 

○就業支援講習会 

・離婚前後の法律相談および親子交流支援については、専門機関に再 

委託して実施する。 

・離婚前後の法律相談 年間 300回。 

・厚生労働大臣の許可を受け開設している「とぼきょう無料職業紹介 

所」を運営し、ひとり親家庭の就業支援に役立てる。 

    ・グループ相談会は年 10回、ライフプランセミナーは隔月年 6回実施 

する。 

・就業支援講習会としてパソコンのスキルを学ぶ講習を年 4回実施す

る。また、資格取得支援のために「看護師への道」セミナーを実施

する。 

 

（４） 企業等の社会貢献活動（ＣＳＲ）に対する協力・業務委託の受け入れ 

 ひとり親家庭を対象に社会貢献活動として事業を主催する企業等に対

して、事業周知や運営の協力を行うとともに、業務委託案件があれば、

積極的に受け入れていく。 

① 夢を応援基金奨学金制度 
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   【全母子協・株式会社ローソン】 

   中学 3年生から高校 3年生までを対象とする１か月 3万円の奨学金

給付を希望する者の募集を行い、選考及び選考委員会への推薦（東京

地区 22名）を行う。 

   ② りそな次世代応援プロジェクト ひとり親世帯のキャリア支援 

 【公益財団法人りそな未来財団】 

③ その他   

企業主催事業、イベント招待、協議会への寄付・協賛等について、

広く企業からの支援を呼びかけるために、企業への直接の働きかけの

ほか、法人ウェブサイトの再構築の中で PRの改善に努める。 

 

（５） 収益事業 

  当協議会は「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に定める母子・父子福

祉団体であり、公共施設内における売店等の設置許可の対象になる。 

東京都関係の事業所が設置している飲料等の自動販売機からの収入を

確保するため、設置数の増加と増収に一層努める。公共機関のみならず

民間企業等への設置も働きかけ、またその際には、令和元年度に開始し

た自販機プロモーター制度の積極的な活用を図る。 

 

（６） 機関運営 

① 理事会  （ 6月）前年度決算審議 

（11月）事業の中間報告 

（ 3月）次年度の事業計画・予算審議 

その他必要に応じて開催 

 

② 評議員会 （ 6月）定時評議員会 

（11月）事業の中間報告 

（ 3月）次年度の事業計画・予算審議 

その他必要に応じて開催 


